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(54) Title: METHOD FOR MANUFACTURING BAND-SHAPED GLASS

(54) 発明の名称 ：帯状ガラスの製造方法

(57) Abstract: A methoa for manufacturing band- shaped
glass (2) i s configured so that the band-shaped glass (2), the
thickness of which at the portion thereof other than both
ends in the width direction i s 300 µ η or less, i s formed
while being lowered, and after that, the transfer direction of
the band- shaped glass (2) i s changed to the horizontal dir
ection so that the front surface of both the ：front and back
surfaces of the band-shaped glass (2) faces upward. The
band-shaped glass (2) i s introduced into a region for a dir
ection change while being curved in such a manner that the
front surface side of the band-shaped glass (2) i s recessed in
the width direction. I f the maximum distance of separation
of the curved band- shaped glass (2) fi"om an imaginary
straight line which connects both ends of the band- shaped
glass (2) in the width direction i s δ and the front surface
side of the band-shaped glass (2) i s positive, the band-
shaped glass (2) satisfies the relationship of 0 > δ > -200
mm.

(57) 要約： 帯状ガラス 2 の製造方法において、
幅方向両端部を除く部位の板厚が 3 0 0 µ 以
下の帯状ガラス 2 を下降させながら形成 した後

- - 7 に、帯状ガラス 2 の表裏面のうち表面が上面と
なるように、帯状ガラス 2 の移送方向を横方向
に方向転換する。帯状ガラス 2 は、その表面側
が幅方向で凹となるように湾曲 した状態で、方

向転換のための領域に導入される。湾曲状態の帯状ガラス 2 は、その幅方向両端部を結ぶ仮想直線に対す
る最大の離間距離を δ とし、帯状ガラスの表面側を正とした場合、 0 > δき一 2 0 Ommの関係を満たす。



明 細 書

発明の名称 ：帯状ガラスの製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えばオーバ一フローダウンドロ一法等で帯状ガラスを下降さ

せながら形成 した後に、帯状ガラスの移送方向を横方向に方向転換する帯状

ガラスの製造方法の改良技術に関する。

背景技術

[0002] 従来普及していたC R T 型ディスプレイに替わり、省スペース化等の観点

から、近年は液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ、有機 E L ディスプ

レイ、フィール ドエミッションディスプレイ等のフラッ卜パネルディスプレ

ィが普及している。

[0003] これらのディスプレイの中でも、特に、有機 E L ディスプレイに対 しては

、折り畳んだり巻き取ったりすることによって持ち運びを容易にすることや

、平面だけでなく曲面に沿った形状でも使用可能とすることが要求されてい

る。

[0004] この要求に応えるためには、有機 E L ディスプレイの基板として、その高

い可撓性から樹脂フイルムの適用が考えられる。ところが、有機 E L デイス

プレイに使用される発光体は、酸素や水蒸気等の気体が接触することにより

劣化するので、この観点からは、有機 E L ディスプレイの基板として、樹脂

フイルムに比較 してガスバリア性の高いガラス基板を適用することが好まし

い。

[0005] しかしながら、基板に使用されるガラスは、樹脂フイルムと異なり、引つ

張り応力に弱いため可撓性が低い。このため、ガラス基板を曲げることによ

りガラス基板表面に引っ張り応力が作用すると、破損に至る場合がある。従

つて、有機 E L ディスプレイに使用されるガラス基板には、可撓性の向上が

要求される。

[0006] また、ディプレイには限らず、例えば自動車の車体表面や建築物の屋根、



柱や外壁等のような曲面を有する物体の表面に、太陽電池や有機 E L 照明を

形成することができれば、それ らの用途が広がることとなる。従 って、 これ

らのデバイスに使用されるガラス基板やカバ一ガラスにも、可撓性の向上が

要求されることになる。

[0007] また、 これ らのデ ィスプレイ、太陽電池、有機 E L 照明等のデバイスには

、市場か ら更なる薄型化が要請されてお り、 これに伴い、 これ らのデバイス

に使用されるガラス基板等にも薄板化が要求されている。

[0008] ガラス板 に対するこれ らの薄板化や可撓性向上の要求に応 じるために、板

厚が 3 0 0 m以下のフイルム状のガラスを使用することが提案されている

。 このようなフイルム状のガラスは、帯状 に形成 したものを、所定の長さに

切断することによって得 られる。

[0009] このような帯状 ガラスは、例えばオーバ一フローダウン ドロ一法を使用 し

て連続的に製造することができる。 この場合に、例えば特許文献 1 に開示さ

れているように、帯状 ガラスを下降させなが ら形成 した後 に、帯状 ガラスの

移送方向を横方向に方向転換すると、その後の帯状 ガラスに対する処理が容

易 となる。

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 0 — 3 3 5 9 2 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 1] しか しなが ら、 このような製造方法を採用 した場合、帯状 ガラスは、その

厚 さが薄いため、上昇気流等の外的要因により、下降中に、表面 と裏面の何

れかの側 に湾曲 して しまし、、 さらにはその湾曲方向が短い周期で変化するこ

とがある。 このように下降中の帯状 ガラスの姿勢が不安定であると、方向転

換のための領域 に導入される際の帯状 ガラスの姿勢も一定でな く、 この際の

姿勢に起因 して、帯状 ガラスに応力集中が生 じ、帯状 ガラスの破損 を招 き得



る。 なお、板厚 が 3 0 0 m 以下の帯状 ガラスの製造 において、 ガラスが極

端 に薄 い とい うこともあ り、 その破損 は不可避 の問題 である。

[001 2] そ して、製造 中に、帯状 ガラスの破損 が生 じた場合、製造 ライ ンを再び元

の状態 に戻すには非常 に長 い時間を要する。 そのため、帯状 ガラスの生産性

を極 めて悪化 させ る要因 となる。

[001 3] 本発 明は、上記事情 に鑑み、下降 させなが ら形成 した帯状 ガラスの移送方

向を横方向に方向転換 する帯状 ガラスの製造方法 において、帯状 ガラスの破

損 を抑制 することを技術 的課題 とする。

課題を解決するための手段

[0014] 前 記課題 を解決するための本発明に係 る帯状 ガラスの製造方法 は、幅方向

両端部 を除 く部位 の板厚 が 3 0 0 m 以下の帯状 ガラスを下降 させなが ら形

成 した後 に、前記帯状 ガラスの表裏面の うち表面が上面 となるように、前記

帯状 ガラスの移送方向を横方向に方向転換 する帯状 ガラスの製造方法 におい

て、前記帯状 ガラスは、 その表面側 が幅方向で凹 となるように湾曲 した状態

で、前記方向転換 のための領域 に導入 され、前記湾曲状態の帯状 ガラスは、

その幅方向両端部 を結ぶ仮想 直線 に対する最大の離 間距離 を と し、前記帯

状 ガラスの表面側 を正 と した場合、 0 > _ 2 0 0 m m の関係 を満たす こ

とに特徴 づけ られ る。

[001 5] この ようにすれば、 0 > _ 2 0 O m m の関係 を満た しなが ら、帯状 ガ

ラスは、 その表面側 が幅方向で凹 となるように湾曲 した状態で、方向転換 の

ための領域 に導入 され る。 すなわち、帯状 ガラスは、方向転換 のための領域

に導入 され る際 には、意図的に表面側 が幅方向で凹 となる湾曲形状 とされて

いるため、安定 した状態 とな り、且つ、湾曲度合 いが適切 なもの とされてい

る。 これ によ り、方向転換 の際 に、帯状 ガラスに不 当な応力が作用すること

が抑制 され るので、方向転換 のため に帯状 ガラスは容易 に曲げることがで き

る。従 って、帯状 ガラスの破損 を抑制 することがで きる。

[001 6] 上記 の構成 において、前記湾曲状態の帯状 ガラスは、 0 > _ 1 0 0 m

の関係 を満たす ことが好 ま しい。



[00 17] このようすれば、方向転換のために帯状ガラスをより確実に容易に曲げる

ことができ、帯状ガラスの破損を抑制する効果が顕著となる。
[00 18] 上記の構成において、前記湾曲状態の帯状ガラスは、0 > _ 5 0 m m

の関係を満たすことが好ましい。

[00 19] このようすれば、方向転換のために帯状ガラスをより確実に容易に曲げる

ことができ、帯状ガラスの破損を抑制する効果が顕著となる。更に、本質的

な帯状ガラスの特性として、その反りが小さくなるため、帯状ガラスの品質

を向上させることが可能である。

[0020] 上記何れかの構成において、前記帯状ガラスの成形時に、帯状ガラスの両

面間に温度差を付与することによって、前記帯状ガラスを前記湾曲状態にす

ることが好ましい。

[002 1] このようすれば、容易に帯状ガラスを湾曲状態にすることができる。

発明の効果
[0022] 以上のように本発明によれば、方向転換のために帯状ガラスを容易に曲げ

ることができる。従って、下降させながら形成した帯状ガラスの移送方向を

横方向に方向転換する帯状ガラスの製造方法において、帯状ガラスの破損を

抑制することができる。

図面の簡単な説明
[0023] [図1]本発明の実施形態に係る帯状ガラスの製造方法の実施状況を例示する側

面図である。

[図2]帯状ガラスの表面側に凹となる湾曲状態を示す側面図である。

[図3]帯状ガラスの表面側に凹となる湾曲状態を示す平面図である。

[図4]表面側に凹となる湾曲状態の帯状ガラスが方向転換領域に導入される態

様を示す斜視図である。

[図5]帯状ガラスの表面側に凸となる湾曲状態を示す側面図である。

[図6]表面側に凸となる湾曲状態の帯状ガラスが方向転換領域に導入される態

様を示す斜視図である。

発明を実施するための形態



[0024] 以下、本発明を実施するための形態について図面に基づき説明する。

[0025] 図 1 は、本発明の実施形態に係る帯状ガラスの製造方法の実施状況を例示

する側面図である。帯状ガラスの製造方法として、本実施形態では、才一バ

—フローダウン ドロ一法を採用 しているが、他のダウン ドロ一法、例えばス

ロットダウン ドロ一法、 リド口一法等を採用 してもよい。

[0026] 使用される製造装置 1 は、帯状ガラス 2 を成形するための成形体 3 と、口

—ラR 1 と、ローラR 2 と、帯状ガラス 2 と成形体 3 を囲む周囲壁 4 と、帯

状ガラス 2 を支持及び移送するためのローラ 5 ， 6 と、コンベア 7 とを主要

な構成要素とする。

[0027] 成形体 3 は、その下端から、帯状ガラス 2 を下降させながら形成する。成

形体 3 の下方では、帯状ガラス 2 に両面側から当接する一組のローラR が

配設される。また、帯状ガラス 2 の何れの面側についても、一対のローラR

1 が、帯状ガラス 2 の幅方向両端部にのみ当接する。ローラR 1 は、帯状ガ

ラス 2 を冷却 しながら幅方向の収縮を規制する機能を有する。

[0028] ローラR 1 の下方では、帯状ガラス 2 に両面側から当接する一組のローラ

R 2 が、上下方向に沿って複数組 （本実施形態では 5 組）配設される。また

、帯状ガラス 2 の何れの面側についても、一対のローラR 2 が、帯状ガラス

2 の幅方向両端部にのみ当接する。ローラR 2 は、帯状ガラス 2 を下方に延

伸する機能を有する。

[0029] 周囲壁 4 は、ローラR 1 と、ローラR 2 と、帯状ガラス 2 と、成形体 3 と

を囲む。周囲壁 4 は、その下端に開口部 8 を有 し、この開口部 8 を介 して、

帯状ガラス 2 が外部空間へ出て行 く。周囲壁 4 は、開口部 8 以外には、実質

的に外部空間に対する開口部を有さず、例えば成形体 3 の保温機能や帯状ガ

ラス 2 の徐冷機能を有する。

[0030] 周囲壁 4 の内部空間は、成形体 3 と成形体 3 から下降する帯状ガラス 2 に

よって、第 1空間S 1 と第 2 空間S 2 に区画される。本実施形態では、図示

は省略するが、第 1空間S と第 2 空間S 2 のそれぞれの温度を調節 して、

これら空間S ，S 2 の間に温度差を付与する温度差付与手段が設けられて



いる。 この温度差付与手段 によって、帯状 ガラス 2 の製造中、第 1 空間 S 1

が第 2 空間 S 2 より温度が高 くなるように温度差が付与される。後 に詳述す

るが、 この温度差付与は、帯状 ガラス 2 を湾曲させるガラス湾曲手段 と して

使用される。

[0031 ] 周囲壁 4 の開口部 8 の下方では、帯状 ガラス 2 に両面側か ら当接する一組

の口一ラ 5 が、上下方向に沿 って複数組 （本実施形態では 3 組）配設される

。 また、帯状 ガラス 2 の何れの面側 についても、一対のローラ 5 が、帯状 ガ

ラス 2 の幅方向両端部 にのみ当接する。

[0032] 上述のローラ 5 の下方に存する方向転換領域では、他種のローラ 6 が、側

面視で略円弧状 に複数 （本実施形態では 6 個）配設され、それぞれが帯状 ガ

ラス 2 の下面に当接する。 これ らローラ 6 のそれぞれは、帯状 ガラス 2 の幅

方向全域 に亘 つて延在 しても良い し、幅方向の一部分 （1 箇所乃至複数箇所

) にあってもよい。

[0033] これ らローラ 6 のうち、下流端 に存するローラ 6 の横方向には、 コンベア

7 が隣接 して配設され、 このコンベア 7 の上面に、帯状 ガラス 2 の下面が当

接する。 コンベア 7 は、その幅が帯状 ガラス 2 の幅より大 きくなるように構

成 されている。

[0034] 以上の構成の製造装置 1 による帯状 ガラス 2 の製造方法では、帯状 ガラス

を下降させなが ら形成 した後 に、帯状 ガラス 2 の表裏面のうち表面が上面

となるように、帯状 ガラス 2 の移送方向を横方向に方向転換する。帯状 ガラ

ス 2 は、その表面側が幅方向で凹となるように湾曲 した状態で、方向転換領

域 に導入される。 この製造方法を、以下に、詳細に説明する。

[0035] まず、成形体 3 の下端か ら帯状 ガラス 2 が鉛直下方に向かって送 られなが

ら形成 される。本実施形態では、 この際に、帯状 ガラス 2 は、 ローラ R 1 に

よって、冷却されなが ら、幅方向の収縮 を規制 されつつ、 ローラ R 2 により

下方に延伸 される。 これにより、帯状 ガラス 2 における幅方向両端部 を除 く

部位の板厚が 3 0 0 m以下 となる。 この際に、帯状 ガラス 2 における幅方

向両端部の厚みは、上記部位の板厚 より大 きくなつてお り、 この状態での幅



方向両端部は耳部 と呼ばれる。

[0036] そ して、周囲壁 4 の空間 S 1 ， S 2 には、温度差付与手段によって温度差

が付与され、第 1 空間 S 1 が第 2 空間 S 2 より温度が高 くなつている。 これ

によって、第 1 空間 S 1 の方が、第 2 空間 S 2 より上昇気流が強 くな り、 こ

れにより、帯状ガラス 2 が、その表面側が幅方向で凹となるように湾曲 した

状態 となる。

[0037] 図 2 に詳細に示すように、 この湾曲状態を維持 したまま、帯状ガラス 2 は

、 ローラ 5 の回転によって、下方向に移送される。

[0038] そ して、帯状ガラス 2 は、 ローラ 6 の回転によって、移送方向を下方向か

ら横方向に方向転換される。つまり、上述の方向転換領域 とは、 この口一ラ

6 が配設されている領域のことであ り、 この領域に、帯状ガラス 2 は湾曲状

態で導入される。なお、図 2 で、符号 2 a は、帯状ガラス 2 の幅方向端を示

し、符号 2 b は、帯状ガラス 2 の湾曲頂点を示す （後述する図でも同様）。

[0039] そ して、帯状ガラス 2 は、 コンベア 7 の旋回動によって、 （本実施形態で

は水平方向に沿 って）横方向に移送される。

[0040] 以上の動作が継続されることによって、帯状ガラス 2 が連続 して製造され

る。

[0041 ] 上述の帯状ガラス 2 の湾曲状態は、本発明では、図 3 に示すように、湾曲

状態の帯状ガラス 2 の幅方向両端部を結ぶ仮想直線 L に対する帯状ガラス 2

の最大の離間距離 （仮想直線 L か ら湾曲頂点 2 b までの距離） で表示する

。最大離間距離 は、帯状ガラス 2 の表面側 （同図で上側）を正とする。 こ

の最大離間距離 は、 0 > _ 2 0 O m mの関係を満たす。 この関係は、

好ま しくは 0 > _ 1 O O m m、更に好ま しくは 0 > _ 5 0 m m とさ

れる。 この最大離間距離 の値は、周囲壁 4 の空間 S 1 ， S 2 の温度差を調

整することによって、調整することができる。本発明では、最大離間距離

は、最も下側のローラ R 2 より下部で測定するものとする。

[0042] このような本発明の実施形態に係る帯状ガラスの製造方法では、次のよう

な効果を享受できる。



[0043] 0 > _ 2 0 O m mの関係を満た しながら、帯状ガラス 2 が、その表面

側が幅方向で凹となるように湾曲 した状態で、方向転換のためのローラ6 の

領域に導入される。すなわち、帯状ガラス 2 は、方向転換領域に導入される

際には、意図的に表面側が幅方向で凹となる湾曲形状とされているため、安

定 した状態となり、且つ、湾曲度合いが適切なものとされている。これによ

り、図4 に示すように、帯状ガラス 2 に不当な応力が作用せずに、方向転換

が行なわれるので、方向転換のために帯状ガラス 2 は容易に曲げることがで

きる。従って、帯状ガラス 2 の破損を抑制することができる。

[0044] これに対 して、最大離間距離 がO m mより大きい場合 （帯状ガラス 2 が

、その表面側が幅方向で凸となるように湾曲 した状態）には、次のような事

態が起こる。図 5 に示すように、帯状ガラス 2 の移送方向を横方向に方向転

換する際に、方向転換のための口一ラ6 の領域内まで、湾曲状態が維持され

る。そして、この領域内で、帯状ガラス 2 に、図 6 にクロスハツチングで示

す応力集中部を有するくちばしのような形状が発生 し、これに起因 して帯状

ガラス 2 が破損する可能性がある。

[0045] なお、最大離間距離 が 0 の場合は、湾曲 していない状態であり、この状

態については既述 しているので説明を省略する。

[0046] また、最大離間距離 が— 2 0 O m m未満の場合には、帯状ガラス 2 の湾

曲量が大き過ぎて、帯状ガラス 2 を方向転換のために曲げる際に不当な応力

集中が生 じ、帯状ガラス 2 が破損する可能性がある。

[0047] ガラス湾曲手段は、上述の温度差の他にも、帯状ガラス 2 の周囲に電界を

発生させることを利用 してもよく、また、傾斜 した成形体 3 を利用 してもよ

く、下端部を湾曲させた成形体 3 を利用 してもよく、更には、風圧を利用 し

てもよい。 しか し、コス ト面や作業面を考慮すれば、上述の温度差を利用す

ることが好ましい。

[0048] 帯状ガラス 2 を表面側が凹となるように湾曲させる位置は、徐冷中 （固化

前）でもあってもよいし、固化後でもあってもよい。ただ し、製造後に、帯

状ガラス 2 を湾曲させた悪影響 （反り、内部応力等）が残存する可能性を低



下させるには、固化後の方が好ましい。

[0049] 図 1 に示 したようなダウンドロ一法で帯状ガラス 2 を製造する方法では、

帯状ガラス 2 がその製造過程において、湾曲方向が複数箇所で反転 している

場合がある。その場合であっても、全ての湾曲部の中での最大離間距離 を

制御することによって、本発明の効果を享受できる。本発明は、方向転換す

るための領域での、帯状ガラス 2 のガラス破損を抑制するためのものなので

、その領域での帯状ガラス 2 に影響を及ぼす周囲壁 4 の開口部 8 付近におけ

る最大離間距離 を制御することが好ましい。

[0050] 本発明の製造方法で使用されるダウンドロ一法は、特に限定されないが、

研磨を実施 しなくとも表面品位が良好な帯状ガラスを製造することができる

ことから、上記実施形態のように、オーバ一フローダウンドロ一法を採用す

ることが好ましい。表面品位が良好な帯状ガラスを製造できる理由は、帯状

ガラスの表面となるべき面が空気以外と接触せず、自由表面の状態で成形さ

れるからである。

[0051 ] ここで、オーバ一フローダウンドロ一法は、溶融ガラスを耐熱性の成形体

である樋状構造物の両側から溢れさせて、溢れた溶融ガラスを樋状構造物の

下端で合流させながら、下方に延伸成形 して帯状ガラスを製造する方法であ

る。樋状構造物の構造や材質は、帯状ガラスの寸法や表面精度が予定する用

途に要求される品位を実現するものであれば特に限定されない。また、下方

への延伸は、帯状ガラスに対 して如何なる方法で力を付与するものであって

もよい。例えば、充分に大きい幅を有する耐熱性ローラを帯状ガラスに接触

させた状態で回転させて延伸する方法を採用してもよいし、複数の対になつ

た耐熱性口一ラを帯状ガラスの幅方向端面近傍のみに接触させて延伸する方

法を採用してもよい。

[0052] 勿論、本発明の製造方法では、オーバ一フローダウンドロ一法以外のダウ

ンドロ一法、例えばスロットダウンドロ一法、 リド口一法等を採用すること

も可能である。

[0053] ところで、ガラスの肉厚が薄くなるに従ってガラス自身の持つ熱量が少な



くなるため、ダウン ドロ一法においては、板引き中にガラスが冷却 し易く、

換言すれば粘度が上昇 し易くなる。特に最終的な肉厚が 1 O O m以下とな

るような帯状ガラスを成形 しょうとする場合、成形設備 （オーバ一フローダ

ゥン ドロ一法の場合は成形体）から離れたガラスは表面張力によって幅方向

に収縮すると同時に、急激な温度低下によつて粘度が著 しく上昇する。

[0054] よって、必要な板幅を確保 したり、所望の板厚にしたりするためには、例

えばオーバ一フローダウン ドロ一法では、成形体から引き出された直後のガ

ラスの粘度が 1 0 5 · 。d P a s 以下、特に 1 0 4 · 8 d P a s 以下、 1 0 4 ·

d Ρ a s 以下、 1 0 4 · 4 d P a s 以下、 1 0 4 · 2 d P a s 以下、 1 0 4

° d P a s 以下となるように、加熱、保温等の手段を講 じて温度管理する

ことが好ましい。このように、温度管理することで、帯状ガラスの幅方向に

引っ張り応力を与えても、破損することなく板幅を広げることが可能になる

。更に、容易に下方に延伸することが可能となる。

[0055] —方、ガラスの粘性が低すぎると、帯状ガラスが変形 し易く、反りやうね

りが発生 し、品位が低下するため、好ましくない。また、延伸されるガラス

の温度が高くなり、その後の冷却速度が速 くなり、ガラスの熱収縮が大きく

なって しまう恐れがあるため好ましくない。従って、ガラスの粘度は、 1 0 3

d P a s 以上、 1 0 3 · 7 d P a s 以上、 1 0 3 · 8 d P a s 以上、 1 0

3 d P a s 以上であることが好ましい。

[0056] 本発明の帯状ガラスの製造方法は、帯状ガラスを徐冷する工程を含む。徐

冷中、ガラスの冷却速度が速 くなると、熱収縮率が大きくなるため好ましく

ない。その一方で冷却速度が遅 くなり過ぎると、生産性が悪化 し、あるいは

、製造工程における徐冷エリアが不当に長 くなり過ぎるため、好ましくない

。効率的に熱収縮率を小さくするには、ガラスの粘度 1 O i 。~ 1 0 i 4 5 d P

a s 、特に 1 の1 1〜 】0 4 d P a s 、更には 1 0 1 2 ~ 1 0 4 d P a s

における温度域の平均冷却速度を 1 0 0 °C / 分以下、特に、 8 0 °C / 分以下

、 5 0 °C / 分以下、 3 0 °C / 分以下、 2 0 °C / 分以下とすることが好ましい

。また、平均冷却速度は 1 °C / 分以上、 2 °C / 分以上、 5 °C / 分以上、 1 0



°c / 分 以 上 であ る ことが好 ま しい。 な お、 ここで い う 「平 均冷却速度 」 とは

、 上記 した ガラスの粘度域 に相 当す る温度域 を、 ガラスが通過 す るの に要 す

る時 間で除 した ものであ る。

[0057] 本発 明 において は、 徐冷 中 に帯状 ガラスの移 動方 向 を下方 か ら横 方 向 に方

向転換 して もよい。 徐冷 中 に、 帯状 ガラス を方 向転換 させ る ことによ り、 所

望 の熱収縮率 を達成 す るの に充分 な時 間及び距離 を徐冷 のため に使 用 す る こ

とがで きる。 つ ま り、 ダ ウ ン ドロ一法 を採 用 す る場合 に特有 の問題 であ る高

さの制 約 を受 ける ことが無 い。

[0058] 下方 に移 動 す る帯状 ガラス を実 質 的 に横 方 向 に方 向転換 させ るには、種 々

の方法 を採 用 す る ことがで きる。例 えば多数 の ロー ラか らな る ロー ラ コ ンペ

ァに沿 わせ て方 向転換 す る方法 や、 帯状 ガラスの幅方 向両端部 のみ をエ ア一

コ ンベ アで案 内 して方 向転換 す る方法 を採 用 す る ことがで きる。 また、 帯状

ガラス を ロー ラ等 で案 内せ ず に、 自由な状 態 で曲 げる ことで方 向転換 を行 な

つて もよい。

[0059] 方 向転換 に要 す る帯状 ガラスの曲率 半径 は、板厚 に応 じて調 節 すれ ば よい

。即 ち、板厚 が大 きいほ ど曲率 半径 を大 き くす る必要 があ り、 逆 に、板厚 が

小 さいほ ど曲率 半径 を小 さ くす る ことがで きる。

[0060] 本発 明の帯状 ガラスの製 造方法 は、 徐冷 が完 了 した帯状 ガラス を所 定長 に

切 断 す る工程 を備 え る ことが好 ま しい。 ここで い う切 断 には、 帯状 ガラス を

最終 用途 に適 した長 さにす るため の切 断 に限 らず、後 述 の 口一ル工程 を採 用

す る場合 において、 ロール 交換 に伴 う帯状 ガラスの切 り離 しのため の切 断 を

含 む。 な お、切 断 は、 あ らか じめ カ ッターや レーザ光 で ス クライ プ線 を入れ

た後、 折 り割 りにす る方法、 レーザ光 で溶 断 す る方法等、種 々の方法 が採 用

可能 であ る。

[0061 ] 本発 明の帯状 ガラスの製 造方法 は、 さ らに帯状 ガラス を巻 き取 って ロール

形 態 と した後 に切 断 す る工程 を備 え る ことがで きる。 この場合、 帯状 ガラス

同士 が接触 す る ことによる傷 の発 生 を防止 す る と共 に、 ロール に外圧 が加 わ

つた際、 それ を吸収 す るため に、 合紙 と共 に巻 き取 る ことが望 ま しい。 な お



、巻き取り時の最小曲率半径は、例えば板厚 1 0 0 mの帯状ガラスの場合

、 2 0 0 m m以下、特に 1 5 0 m m以下、 1 0 O mm以下、 7 O mm以下、

5 O mm以下、特に3 0 m m以下とすることが好ましい。曲率半径を小さく

することで梱包、搬送効率が向上する。

[0062] また、上記工程の他にも、必要に応 じて種々の工程を備えることができる

。例えば徐冷完了後に、帯状ガラスの幅方向端部 （いわゆる耳部）を切り離

す端部分離工程を備えることができる。この工程では、レ一ザ光を照射 した

のち冷却 して生じる熱応力でガラスを切断するレーザ割断や、レーザ光のェ

ネルギ一によりガラスを溶融 して切断するレーザ溶断、また、短パルスレ一

ザ光の照射でガラスを変性 して切断する方法などでガラスの端部を連続的に

切断分離する方法を好適に採用できる。この場合、使用するレーザは炭酸ガ

スレ一ザを用いてもよいし、 Y A G レーザ等を用いてもよい。

[0063] なお、レーザ割断におけるレーザ出力は、レーザによって進行するクラッ

クの進展速度と、ガラスの板引き速度を整合するように調整することが好ま

しい。速度比= ( レ一ザによって進展するクラックの速度—板引き速度）/

(板引き速度）X 1 0 0 は、± 1 0 %以下、± 5 %以下、± 1 %以下、± 0

. 5 %以下、± 0 . 1 %以下であることが好ましい。

[0064] また、帯状ガラスの表面を研磨する研磨工程を採用することも可能である

。ただし、オーバ一フローダウンドロ一法を採用する場合には、ガラス表面

が火造り面であることから極めて表面品位が高く、研磨工程は不要となる。

さらに未研磨の状態で使用に供する方が、ガラスの機械的強度が高くなつて

好ましい。つまり、ガラスの理論強度は、本来非常に高い。ところが、理論

強度よりも遥かに低い応力でも破壊に至ることが多い。その理由は、ガラス

表面にダリフイスフローと呼ばれる小さな欠陥がガラスの成形後の工程、例

えば研磨工程等で生じるからである。

[0065] 本発明の帯状ガラスの製造方法によって得られる帯状ガラスの板幅は、 5

0 0 m m以上であることが好ましい。有機 E L ディスプレイ等では、 T F T

を一度に形成 した後に、各パネルごとに切り出すいわゆる多面取りが行なわ



れるため、帯状ガラスの板幅が大きいほど、パネル一枚あたりのコス トを低

廉化することが可能になる。帯状ガラスの好ましい板幅は、 6 O O m m以上

、 8 0 0 m m以上、 1 0 0 0 m m以上、 1 2 0 0 m m以上、 1 5 0 0 m m以

上、 2 0 0 0 m m以上である。

[0066] —方で、 3 5 0 0 m mを超えると、幅方向での厚みや表面品位を担保 しが

たくなるため、 3 5 0 0 m m以下、 3 2 0 0 m m以下、 3 0 0 0 m m以下で

あることが好ましい。なお、帯状ガラスの板幅は、成形体の大きさ、形状、

エッジローラの位置等によって調整することができる。なお、エッジローラ

とは、最上段に設置されるローラであって、成形体から流下 した帯状ガラス

を冷却 しながら幅方向の張力を付与することによって、板幅を制御する口 一

ラである。

[0067] また、得 られる帯状ガラスの板厚は、 3 0 0 m以下、特に2 0 0 m以

下、 1 0 0 m以下、 5 0 m以下であることが好ましい。帯状ガラスの板

厚が薄 くなるほど、デバイスの軽量化が行なえる。また、ガラスを湾曲させ

た際に発生する応力値が低下するため、帯状ガラスの方向転換に要する曲率

半径を小さくすることができる。これは帯状ガラスを巻き取ってロールにす

る場合も同様である。また、端部の切 り離 しにレ一ザ切断を採用する場合、

必要な出力を低下させることが可能になる。あるいは出力が一定であれば、

より速い速度で切断を行なうことができるようになる。 しか し、板厚が 1 从

mよりも薄 くなるとガラスの機械的強度が保持できなくなる。また、ガラス

成形時の微妙な空気の流れによって変形が起こり、それがそのまま固化 して

反り等が発生 し、品位に悪影響を与える場合がある。従って、強度や品位の

向上を目的とする場合においては、板厚は 1 m以上、 5 m以上、 1 0 从

m以上、 3 0 m以上、 5 0 m以上、 6 0 m以上であることが好ましい

。帯状ガラスの板厚は、ガラスの流量や板引き速度によって調整することが

できる。

[0068] また、得 られる帯状ガラスの最大板厚と最小板厚の板厚差は、 2 0 m以

下、特に 1 0 m以下、 5 m以下、 2 Ί 以下、 1 从 m以下であることが



好ま しい。 ダウン ドロ一法において、 このような肉厚偏差が、ある板幅に対

して一定の箇所に発生 した場合、 この差が大 きくなると、帯状 ガラスを巻 き

取る際に一部だけわずかに曲率半径が異なる部分が生 じる。巻 き取 り量が多

くなつて くるとこの板厚の差 によって生 じる応力によって帯状 ガラスが破損

に至る恐れがあるため好ま しくない。なお、帯状 ガラスの最大板厚 と最小板

厚の板厚差 （肉厚偏差）は、徐冷炉内の温度 によって調整することができる

[0069] また、得 られる帯状 ガラスの平均表面粗 さ R a は、 1 0 0 A 以下であるこ

とが好ま しい。特 に 5 O A 以下、 1 0 A 以下、 8 A 以下、 4 A 以下、 3 A 以

下、 2 A 以下であることが望 ま しい。帯状 ガラスの平均表面粗 さ R a が 1 0

O A を超える場合は、有機 E L デバイスの表示特性が悪化する場合がある。

なお、 ここでの R a は、帯状 ガラスの接触面側の R m a X をV e e c o 社製

A F M ( N a n o s c o p e I I I a ) を用い、スキャンサイズ 1 0

m、 スキャンレイ ト1 H z 、サ ンプルライン 5 1 2 の条件で測定 したもので

ある。 R m a X の測定については、 J I S B 0 6 0 1 — 1 9 8 2 に準拠

して行なった。

[0070] —方、 R a が小さ くなると、 ロールか らガラスを引き出す際に、 ガラス一

合紙、 ガラス—ガラスが連続的に引き剥がされガラス表面が帯電する恐れが

ある。 このような帯電が起 こると後の工程で帯電破壊が起 こった り、雰囲気

中の微粒子が帯状 ガラス表面に吸着 した りして問題 を引き起 こす場合がある

。 このような帯電が重要視 される用途 ェ程 においては、大気圧 プラズマ処

理等を用いて R a を 0 . 5 A 以上、 1 A 以上、 2 A 以上、 3 A 以上、 5 A 以

上、 1 0 A 以上にすることが好ま しい。大気圧 プラズマ処理 を用いた場合の

平均表面粗 さ R a は、例えば、 ソースガス （C F 4 々 S F 4 ) の濃度等によつ

て調整することができる。

[0071 ] また、得 られる帯状 ガラスのうね りは 1 m 以下であることが好ま しい。

特 に 0 . 0 8 m 以下、 0 . 0 5 m 以下、 0 . 0 3 Ί以下、 0 . 0 2 从

m 以下、 0 . 0 1 m 以下であることが望 ま しい。帯状 ガラスのうね りが大



きいと有機 E L デバイスの表示特性が悪化する場合がある。帯状ガラスのう

ねりは、撹拌スタ一ラの高さ、回転数や、成形体の温度等によって調整する

ことができる。なお、ここでのうねりは、株式会社東京精密社製サ一フコム

7 5 O A を用いて、 J I S B 0 6 0 1 — 1 9 8 2 の規格に基づいて測定

したW c c の値である。

[0072] また、得 られる帯状ガラスは、常温から 1 0 °C / 分の速度で昇温 し、 5 0

0 °Cで 1 時間保持 し、 1 0 °C / 分の速度で常温まで降温 した時の熱収縮率が

2 0 0 p p m以下、特に 1 5 0 p p m以下、 1 0 0 p p m以下、 8 0 p p m

以下、 6 0 p p m以下、 5 0 p p m以下、 4 5 p p m以下、 4 0 p p m以下

、 3 0 p p m以下、 2 0 p p m以下、 1 0 p p m以下であることが好ましい

。熱収縮率が 2 0 0 p p mを超える場合は、有機 E L ディスプレイにおいて

、画素を形成する熱工程でピッチズレ等の表示欠陥が発生する恐れがあるた

め好ましくない。なお、帯状ガラスの熱収縮率は、徐冷条件 （徐冷速度、徐

冷時間、徐冷温度域等）を最適化することによって小さくすることができる

[0073] また、得 られる帯状ガラスの端面の表面粗さR a は、 1 0 0 A 以下、特に

8 O A 以下、 5 O A 以下、 2 O A 以下、 1 0 A 以下、 8 A 以下、 6 A 以下で

あることが好ましい。 1 0 0 A を超えると、ガラスが端面から破損する確率

が高くなるため好ましくない。なお、帯状ガラスの端面の表面粗さR a は、

レーザ切断の場合ではレーザの出力や切断速度によって調整することができ

る。

[0074] また、得 られる帯状ガラスを構成するガラスは、オーバ一フローダウン ド

口一法を採用 して形成 した場合に、成形中にガラスが失透 しないように、ガ

ラスの液相温度が 1 2 0 0 °C以下、 1 1 5 0 °C以下、 1 1 3 0 °C以下、 1 1

1 0 °C以下、 1 0 9 0 °C以下、特に 1 0 7 0 °C以下であることが好ましく、

液相温度における粘度が 1 0 5 . 。d P a s 以上、 1 0 5. e d p a s 以上、

0 5 d P a s 以上、特に 1 0 6 · 。d P a s 以上であることが望ましい



[0075] また、帯状ガラスを構成するガラスは、ヤング率が 6 5 G P a 以上、 6 7

G P a 以上、 6 8 G P a 以上、 6 9 G P a 以上、最適には 7 0 G P a 以上で

あることが望ましい。

[0076] また、帯状ガラスを構成するガラスは、デバイスの軽量化を図るために、

その密度はできるだけ低い方が望ましく、具体的には 2 . 7 g / c m 3以下、

2 . 6 g / c m 3以下、 2 . 5 g / c m 3以下、特に 2 . 4 g / c m 3以下であ

ることが望ましい。

[0077] また、帯状ガラスを構成するガラスは、デバイスの製造において帯状ガラ

ス上に形成される種々の膜の熱膨張係数と整合するように3 0 ~ 3 8 0 °Cの

温度範囲における熱膨張係数が 2 5 O O X 0 - 7 / °C、 3 0 9 0 X

0 - 7 °C、 3 0 6 0 X / C 3 0 4 5 X / C 3 0 4 0

X 0 - 7 / °Cであることが望ましい。

[0078] また、帯状ガラスを構成するガラスは、ガラスの耐熱性の指標である歪点

が 6 0 0 °C以上、特に 6 3 0 °C以上であることが望ましい。

[0079] 上記 した種々の特性を満たすガラスは、例えば、重量百分率で、 S ί 0 2

4 0 ~ 8 0 A I 2 0 3 0 ~ 2 0 B 2 0 3 0 ~ 1 7 %、 M g 0 0 ~

0 C a 0 0 ~ 1 5 %、 S r O 0 ~ 5 B a 0 0 ~ 3 0 %の

組成範囲内で作製可能である。このように組成範囲を決定した理由を以下に

述べる。

[0080] S i 0 2の含有量は4 0 ~ 8 0 %である。 S i 0 2の含有量が多くなると、

ガラスの溶融、成形が難 しくなつたりするので、 7 5 %以下、好ましくは 6

4 %以下、 6 2 %以下、特に 6 1 %以下であることが望ましい。一方、 S i

0 2の含有量が少なくなると、ガラス網目構造を形成 しにくくなりガラス化が

困難になると共に、クラックの発生率が高くなつたり耐酸性が悪化 したりす

るので、 5 0 %以上、好ましくは 5 5 %以上、特に 5 7 %以上であることが

望ましい。

[0081 ] A I 2 0 3の含有量は 0 ~ 2 0 %である。 A I 2 0 3の含有量が多くなると、

ガラスに失透結晶が析出しやすくなり、液相粘度が低下したりするので、 2



0 %以下、好ましくは 1 8 %以下、 1 7 . 5 %以下、特に 1 7 %以下である

ことが望ましい。一方、 A I 2 0 3の含有量が少なくなると、ガラスの歪点が

低下 したり、ヤング率が低下 したりするため、 3 %以上、好ましくは 5 %以

上、 8 . 5 %以上、 1 0 %以上、 1 2 %以上、 1 3 %以上、 1 3 . 5 %以上

、 1 4 %以上、特に 1 4 . 5 %以上であることが望ましい。

[0082] B 2 0 3の含有量は0 ~ 1 7 %である。 B 2 0 3の含有量が高くなると、歪点

が低下 したり、ヤング率が低 くなつたり、耐酸性が悪化するため、 1 7 %以

下、好ましくは 1 5 %以下、 1 3 %以下、 1 2 %以下、 1 1 %以下、特に 1

0 . 4 %以下であることが望ましい。一方、 B 2 0 3の含有量が低 くなると、

高温粘度が高くなり溶融性が悪化 したり、クラック発生率が高くなつたり、

液相温度が高くなつたり、密度が高くなつたりするため、 2 %以上、好まし

くは3 %以上、 4 %以上、 5 %以上、 7 %以上、 8 . 5 %以上、 8 . 8 %以

上、特に9 %以上であることが望ましい。

[0083] M g 0 の含有量は0 ~ 1 0 %である。M g 0 はガラスのヤング率や歪点を

向上させ、高温粘度を低下させる成分であり、クラック発生率を低減させる

効果はある。 しか し、多量に含有すると液相温度が上昇 し、耐失透性が低下

したり、耐 B H F性が悪化 したりするため 1 0 %以下、 5 %以下、 3 %以下

、 2 %以下、 1 . 5 %以下、 1 %以下、 0 . 5 %以下とすることが望ましい

[0084] 〇 0 の含有量は0 ~ 1 5 %である。C a 0 の含有量が高くなると、密度

や熱膨張係数が高くなるため、 1 5 %以下、好ましくは 1 2 %以下、 1 0 %

以下、 9 %以下、 8 . 5 %以下であることが望ましい。一方、C a Oの含有

量が低 くなると、溶融性が悪化 したり、ヤング率が低 くなつたりするため、

好ましくは 2 %以上、 3 %以上、 5 %以上、 6 %以上、 7 %以上、特に 7 .

5 %以上含有させることが望ましい。

[0085] S 「0 の含有量は0 ~ 1 5 %である。 S r 0 の含有量が高くなると、密度

や熱膨張係数が高くなるため、 1 5 %以下、好ましくは 1 2 %以下、 1 0 %

以下、 6 %以下、 5 %以下、特に4 . 5 %以下であることが望ましい。一方



、 S r Oの含有量が低 くなると、溶融性ゃ耐薬品性が悪化するため、好まし

くは0 . 5 %以上、 1 %以上、 2 %以上、 3 %以上、特に3 . 5 %以上含有

させることが望ましい。

[0086] B a 0 の含有量は0 ~ 3 0 %である。 B a 0 の含有量が高くなると、密度

や熱膨張係数が高くなるため、 3 0 %以下、好ましくは 2 5 %以下、 2 0 %

以下、 1 5 %以下、 1 0 %以下、 5 %以下、 2 %以下、 1 %以下、特に0 .

5 %以下であることが望ましい。

[0087] M g O、 C a O、 S r 0 、 B a 0 の各成分は混合 して含有させると、ガラ

スの液相温度を著 しく下げ、ガラス中に結晶異物を生 じさせ難 くすることに

より、ガラスの溶融性、成形性を改善する効果がある。従って、これらの合

量が少ないと融剤としての働きが充分でなく、溶融性が悪化するため、 5 %

以上、 8 %以上、 9 %以上、 1 1 %以上、特に 1 3 %以上含有することが望

ましい。一方、M g O、 C a O、 S r 0 、 B a 0 の各成分の合量が多くなる

と、密度が上昇 し、ガラスの軽量化が図れなくなる上、クラック発生率が高

くなる傾向にあるため、合量で 3 0 %以下、 2 0 %以下、 1 8 %以下、特に

5 %以下であることが望ましい。また、特にガラスの低密度化を図りたい

場合には、合量の下限を 5 %以上、 8 %以上とし、また、その上限を 1 3 %

以下、 1 1 %以下、 1 0 %以下とすることが望ましい。

[0088] Z n O は、溶融性を改善 し、ヤング率を高める成分であるが、多量に含有

するとガラスが失透 しやすくなり、歪点も低下する上、密度が上昇するため

好ましくない。従って、その含有量は 1 5 %以下、 1 0 %以下、 5 %以下、

3 %以下、 1 %以下、特に0 . 5 %以下であることが好ましい。

[0089] Z r 0 2は、ヤング率を向上させる成分であるが、 5 % より多くなると、液

相温度が上昇 し、ジルコンの失透異物が出易くなるため好ましくない。 Z r

0 2の含有量の好ましい範囲は、 3 %以下、より好ましくは 1 %以下、更に好

ましくは0 . 5 %以下、最も好ましくは0 . 1 %以下である。

[0090] また、上記成分以外にも、本発明では、 Y 2 0 3、 N b 2 0 3、 L a 2 0 3を 5

%程度まで含有することができる。これらの成分は歪点、ヤング率等を高め



る働 きがあるが、多 く含有すると密度が増大 して しまうので好ま しくない。

[0091 ] 更に、上記ガラスには、清澄剤 と して A s 2 0 3、 S b 2 0 3、 C e 0 2、 S n

0 2、 F 、 C し S 0 3の群か ら選択された一種又は二種以上を 0 ~ 3 %使用

することができる。ただ し、 A s 2 0 3、 S b 2 0 3および F 、特 にA s 2 0 3及

び S b 2 0 3は、環境的観点か ら、その使用を極力控えるべ きであ り、各々の

含有量を 0 . 1 % 未満に制限すべ きである。従 って、好ま しい清澄剤は、 S

n 0 2、 S O 3及び C I である。 S n 0 2の含有量は 0 ~ 1 %、 0 . 0 1 0 .

5 %、特 に 0 . 0 5 ~ 0 . 4 % が好ま しい。 また、 S n 0 2 + C l + S 0 3は

0 . 0 0 1 1 % 0 . 0 0 . 5 %、 0 . 0 0 . 3 % である。

実施例 1

[0092] 本発明者は、本発明の実施例 に係 る帯状 ガラスの製造方法の評価 を行なつ

た。本実施例のガラスは、無アルカ リガラスで、その組成は、質量百分率で

、 S i 0 2が 6 0 %、 A l 2 0 3が 1 6 %、 B 2 0 3が 1 0 %、 M g C 《0 . 3 %

、 〇 0 が 8 %、 3 「0 が 5 %、 B a C 《0 . 5 %、 3 门 0 2が 0 . 2 % であ

る。 このガラスは、液相温度が 1 0 7 0 °C、ヤング率が 7 3 G P a 、密度が

2 . 4 5 g / c m 3、歪点が 6 5 0 °C、熱膨張係数が 3 8 X 0 - 7 °C ( 3 0

~ 3 8 0 °C ) であった。なお、 「無アルカ リガラス」 とは、 ガラス組成中の

アル力 リ金属酸化物の含有量が 1 0 0 0 p p m未満のガラスを指す。

[0093] 上記の組成のガラス原料を用いて、オーバ一フローダウン ドロ一法によつ

て、約 6 0 0 c m / m i n で下方に延伸 して、板幅 1 6 0 0 m mで平均板厚

が 1 0 0 mの帯状 ガラスを形成 した。 この帯状 ガラスを、囲壁の内部空間

の温度調整 によって湾曲させた状態で、方向転換のための領域 に導入 し、 こ

の帯状 ガラスの移送方向を下方向か ら水平方向に方向転換 して、連続的に製

造 した。

[0094] 囲壁の内部空間の温度調整 によって湾曲状態 （最大離間距離 ) を変更 し

、それぞれの湾曲状態での評価結果を表 1 に示す。表 1 の評価での符号の意

味は以下の通 りである。

◎ ：ガラス破損無 し、 ガラスの反 り小



〇 ：ガラス破損無 し

△ ：ガラスの破損無 し、応力集中部を有する形状の発生有 り

X ：ガラス破損有 り

[表 1]

[0096] 最大離間距離 が— 2 5 O m m以下の場合には、湾曲が大きすぎて、帯状

ガラスを容易に曲げることができず、ガラス破損が発生 した。 0 > _ 2

0 0 m mの場合には、ガラス破損を発生させることなく、帯状ガラスを水平

方向に方向転換できた。特に、 0 > _ 5 0 m mの場合では、冷却後の反

りが小さい帯状ガラスを製造できた。 > O m mの場合には、応力集中部を

有する形状 （くちばし形状）が発生 し、何 らかの外力が加わった場合にはす

ぐにガラス破損 した。また、板厚が薄 くなつても （例えば3 0 m ) 、ガラ

ス破損する可能性がある。 2 0 0 m mの場合には、応力集中部からガラ

ス破損 した。

[0097] このように、 0 > _ 2 0 0 m mの場合、特に、 0 > _ 5 0 m mの

場合には、良好に帯状ガラスを製造できることが確認できた。

符号の説明
1 製造装置

2 帯状ガラス

3 成形体

4 周囲壁

5 口一ラ

6 ローラ （方向転換領域)

し 仮想直線

δ 最大離間距離



請求の範囲

幅方向両端部 を除 く部位の板厚が 3 0 0 m 以下の帯状 ガラスを下

降させなが ら形成 した後 に、前記帯状 ガラスの表裏面の うち表面が上

面 となるように、前記帯状 ガラスの移送方向を横方向に方向転換する

帯状 ガラスの製造方法 において、

前記帯状 ガラスは、 その表面側が幅方向で凹 となるように湾曲 した

状態で、前記方向転換のための領域 に導入され、

前記湾曲状態の帯状 ガラスは、 その幅方向両端部 を結ぶ仮想直線 に

対する最大の離間距離 を と し、前記帯状 ガラスの表面側 を正 と した

場合、 0 > _ 2 0 O m m の関係 を満たす ことを特徴 とする帯状 ガ

ラスの製造方法。

前記湾曲状態の帯状 ガラスは、 0 > _ 1 O O m m の関係 を満た

す ことを特徴 とする請求項 1 に記載の帯状 ガラスの製造方法。

前記湾曲状態の帯状 ガラスは、 0 > _ 5 O m m の関係 を満たす

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の帯状 ガラスの製造方法。

前記帯状 ガラスの成形時に、帯状 ガラスの両面間に温度差 を付与す

ることによって、前記帯状 ガラスを前記湾曲状態 にすることを特徴 と

する請求項 1 ~ 3 の何れか 1 項 に記載の帯状 ガラスの製造方法。
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